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一 はじめに 
 山本爲三郎君がこの度提出した博士学位請求論文は、同君がこれまで株式、株式譲渡、株

主の権利行使方法などに関して執筆した論文を集め、平成二九（二〇一七）年五月に慶應義

塾大学法学研究会から出版された『株式譲渡と株主権行使』である（A 五版、初出一覧、判

例索引を含めて四六二頁）（以下、これを「本論文」と呼ぶ）。同君は、これまで発表してき

た学術論文、判例研究等において、会社法を中心としてその周辺領域にも及ぶ幅広い研究を

行っているが、その中でも特に、株式に関係する問題点に注目して研究を続けており、本論

文には、時間をかけて検討を重ねてきた研究成果の到達点が示されている。 
一章から四章における各節は、各々が独立した既発表の論文等であり、各論稿は発表され

た時点の法令・文献を前提としながら論じられたものであるが、その後の改正事項について

はそれぞれに加えられた付記によって解説が施されている。これに対して、序論「譲渡によ

る株式取得と株主権行使」は、今回新たに書き下ろされた論稿であり、本論文における山本

君の主要な主張がまとめられている。 
  
   
二 本論文の構成 
論文の構成は、次の通りである。 

序章 譲渡による株式取得と株主権行使 
  一 はじめに 
  二 記名株式譲渡方法の変遷と株主名簿の名義書換の意義 
  三 株主名簿の名義書換の効力 
  四 株券不発行会社における株主名簿法理 
  五 振替株式と株主名簿法理 
  六 譲渡制限株式と株主名簿法理 
  七 基準日と株主名簿法理 
  八 有価証券法理の復活と株主名簿制度 
第一章 株主名簿制度効力論 

 第一節 株主名簿制度効力論 

  一 はじめに 

  二 対会社株主権対抗力制限効 

  三 資格授与的効力（株主権推定力） 

  四 会社免責力 

  五 おわりに 

  六 法改正に関する付記 

 第二節 無権利者の請求による名義書換 

  一 問題意識の提示 
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  二 名義人株主の地位 

  三 前名義人の地位 

  四 おわりに 

 第三節 個別株主通知の効力 

  一 株券保管振替制度から株式振替制度へ 

  二 振替株式と株主名簿の関係 

  三 株主名簿制度の法的意義 

  四 個別株主通知の効力 

  五 法改正に関する付記 

 第四節 株主名簿上の名義〔演習〕 

 第五節 名義書換未了株主の会社に対する法的地位〔演習〕 

 第六節 他人名義による出資の引受〔判例研究〕 

 第七節 有限会社において、持分譲渡に伴わずに生じた「失念持分」の帰属先〔判例研 

究〕 

第二章 基準日と株主 

 第一節 株式の流通・発行と基準日 

  一 決算と定時株主総会 

  二 決算日における株主名簿上の株主 

  三 株主名簿の閉鎖と基準日 

  四 会社法における基準日を巡る解釈 

  五 法改正に関する付記 

 第二節 基準日後株主による取得価格決定申立 

  一 問題意識の提示 

  二 全部取得決議に係る取得価格決定申立 

  三 全部取得条項付種類株式設置に係る株式買取請求 

  四 基準日後株主による取得価格決定申立 

  五 おわりに 

 第三節 議決権行使基準日後株主と全部取得条項付種類株式取得価格決定申立権〔判例 

研究〕 

第三章 定款による株式譲渡制限制度の法的構造 

 第一節 定款による株式譲渡制限制度の法的構造 

  一 はじめに 

  二 取締役会の承認のない譲渡制限株式譲渡の効力 

  三 株式譲受人からの譲渡承認・先買権者指定請求 

  四 株主名簿制度と名義書換請求 

  五 取締役会の承認の法的構造 
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  六 無記名株式・端株と譲渡制限 

  七 法改正に関する付記 

 第二節 取締役会の承認のない譲渡制限株式の譲渡の効力と譲渡人･譲受人の地位 

  一 いわゆる相対説とその問題点 

  二 私見の提示 

  三 京都地裁昭和六一年一月三一日判決の評価 

  四 昭和六三年最判批判説の評価 

  五 株主名簿の効力と譲渡制限――株式譲渡人の地位 

  六 株式譲受人の地位――会社との関係 

  七 法改正に関する付記 

 第三節 会社の行う株式の譲渡制限について 

  一 はじめに 

  二 定款による譲渡制限 

  三 契約による譲渡制限 

  四 法改正に関する付記 

 第四節 商法三五○条一項の株券提出期間経過後になされた未提出株券の交付による株 

式譲渡の効力〔判例研究〕 

 第五節 譲渡制限株式に関する譲渡承認および相手方指定請求撤回の時期〔判例研究〕 

 第六節 日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社の従業員持株制度における合意の有効 

     性〔判例研究〕 

第四章 株券法理 

 第一節 株券法理 

  一 はじめに 

  二 記名株式と株券の発行 

  三 記名株式の譲渡と株券の交付 

  四 記名株式の権利行使と株券 

  五 記名株券上の株主名の記載 

  六 おわりに 

  七 法改正に関する付記 

 第二節 単位としての株式 

  一 はじめに 

  二 単位としての株式に関する法規整の変遷 

  三 資本の単位としての株式と社員権の単位としての株式 

  四 資本・法定準備金 

  五 株式の内容と単位 

  六 おわりに 
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  七 法改正に関する付記 

 第三節 単位株制度 

  一 単位株制度の前提 

  二 過渡的な単位株制度 

  三 単位株制度の廃止と単元株制度の創設 

  四 制度改正に関する付記 

第四節 株式会社とは何か 

 一 はじめに 

 二 会社概念 

 三 有限責任、資本、株式 

 四 会社機関 

 五 おわりに 

 六 法改正に関する付記 

第五節 会社の法的性質と新会社法 

 一 はじめに 

 二 会社の商人性と営利性 

 三 会社の社団性 

第六節 仮装払込による募集株式の発行等 

 一 改正の経緯 

 二 平成二六年改正の概要 

 三 仮装出資者の支払等義務の法的性質 

 四 仮装出資関与取締役・執行役の支払義務 

 五 仮装出資による株式の権利行使制限 

 六 改正法務省令 

 第七節 日本高速物流株主総会決議取消請求事件控訴審判決〔判例研究〕 

 

初出一覧 

序章 譲渡による株式取得と株主権行使 

 書き下ろし 

第一章 株主名簿制度効力論 

第一節 株主名簿制度効力論 

「株主名簿制度効力論」法学研究七〇巻一二号（一九九七年一二月二八日）二二五～ 

二五一頁 

 第二節 無権利者の請求による名義書換 

「無権利者の請求による名義書換」法学研究六六巻一二号（一九九三年一二月二八日） 

一四三～一七〇頁 
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 第三節 個別株主通知の効力 

「個別株主通知の効力」山本爲三郎編『企業法の法理』（二〇一二年三月三〇日、慶應 

義塾大学出版会）五七～八二頁 

 第四節 株主名簿上の名義〔演習〕 

「演習商法」（表題付加）法学教室三六一号（二〇一〇年一〇月一日）一二六～一二七 

頁 

 第五節 名義書換未了株主の会社に対する法的地位〔演習〕 

「事例商法入門１０ 名義書換未了株主の会社に対する法的地位」受験新報五〇巻一 

〇号（二〇〇〇年九月一日）八～一一頁 

 第六節 他人名義による出資の引受〔判例研究〕 

判例研究〔商法五七〇〕「他人名義による出資の引受」法学研究八九巻一一号（二〇一 

六年一一月二八日）六三～七四頁 

 第七節 有限会社において、持分譲渡に伴わずに生じた「失念持分」の帰属先〔判例研 

究〕 

判例研究〔商法四五六〕「有限会社において、持分譲渡に伴わずに生じた「失念持分」 

の帰属先」法学研究七八巻九号（二〇〇五年九月二八日）六三～六九頁 

第二章 基準日と株主 

第一節 株式の流通・発行と基準日 

 「株式の流通・発行と基準日」法学教室三七四号（二〇一一年一一月一日）一〇～一 

三頁 

第二節 基準日後株主による取得価格決定申立 

 「基準日後株主による取得価格決定申立」法学研究八九巻一号（二〇一六年一月二八 

日）一～二三頁 

 第三節 議決権行使基準日後株主と全部取得条項付種類株式取得価格決定申立権〔判例 

研究〕 

判例研究〔商法五六〇〕「株主総会における議決権行使に係る基準日後に株式を取得し 

たことのみをもって、当該株式に係る全部取得条項付種類株式取得価格決定申立権が 

与えられないとまでいうことはできない、とされた事例」（改題）法学研究八八巻一〇 

号（二〇一五年一〇月二八日）七九～八九頁 

第三章 定款による株式譲渡制限制度の法的構造 

第一節 定款による株式譲渡制限制度の法的構造 

 「定款による株式譲渡制限制度の法的構造」中村眞澄教授・金澤理教授還暦記念論文 

集第一巻『現代企業法の諸相』（一九九〇年二月二八日、成文堂）一三五～一六三頁 

 第二節 取締役会の承認のない譲渡制限株式の譲渡の効力と譲渡人・譲受人の地位 

「取締役会の承認のない譲渡制限株式の譲渡の効力と譲渡人・譲受人の地位」判例タ 

イムズ八〇八号（一九九三年四月一五日）三六～四二頁 
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 第三節 会社の行う株式の譲渡制限について 

「会社の行う株式の譲渡制限について」法学研究六六巻一号（一九九三年一月二八日） 

一四三～一六六頁 

 第四節 商法三五○条一項の株券提出期間経過後になされた未提出株券の交付による株 

式譲渡の効力〔判例研究〕 

判例研究〔商法二八〇〕「商法三五〇条一項の株券提出期間経過後になされた未提出株 

券の交付による株式譲渡の効力」法学研究六〇巻一一号（一九八七年一一月二八日） 

一二二～一二六頁 

 第五節 譲渡制限株式に関する譲渡承認および相手方指定請求撤回の時期〔判例研究〕 

「譲渡制限株式に関する譲渡承認および相手方指定請求撤回の時期」平成１５年度重 

要判例解説（別冊ジュリスト一二六九号、二〇〇四年六月一〇日）一〇四～一〇五頁 

 第六節 日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社の従業員持株制度における合意の有効 

     性〔判例研究〕 

「日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社の従業員持株制度における合意の有効性」 

『判例セレクト 2009Ⅱ』（法学教室三五四号別冊付録）（二〇一〇年三月一日）一六頁、 

『判例セレクト 2009-2013〔Ⅱ〕』（二〇一五年三月一日、有斐閣）七〇頁 

第四章 株券法理 

第一節 株券法理 

 「株券法理」倉沢康一郎＝奥島孝康編『岩崎稜先生追悼論文集 昭和商法学史』（一九 

九六年一二月二〇日、日本評論社）七四三～七六八頁 

 第二節 単位としての株式 

「単位としての株式」倉澤康一郎先生古稀記念『商法の歴史と論理』（二〇〇五年七月 

一六日、新青出版）九〇三～九三一頁 

 第三節 単位株制度 

「単位株制度」法学教室三五〇号（二〇〇九年一一月一日）一六～一七頁 

 第四節 株式会社とは何か 

「株式会社とは何か」山本爲三郎編『新会社法の基本問題』（二〇〇六年二月二八日、 

慶應義塾大学出版会）三～二六頁 

 第五節 株式会社の法的性質と新会社法 

「株式会社の法的性質と新会社法」法の支配一五三号（二〇〇九年四月三〇日）三四 

～四二頁 

 第六節 仮装払込による募集株式の発行等 

「仮装払込による募集株式の発行等」鳥山恭一＝福島洋尚編『平成 26年会社法改正の 

分析と展望』金融・商事判例一四六一号（二〇一五年三月一五日）四〇～四七頁 

 第七節 日本高速物流株主総会決議取消請求事件控訴審判決〔判例研究〕 

商事法判例研究「１ 株主総会決議により株主の地位を奪われた株主の当該決議取消 
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訴訟の原告適格  ２ 株主総会決議により株主の地位を奪われた株主が提起した当 

該決議取消訴訟について、決議後の会社の吸収合併による消滅等により訴えの利益が 

消滅したとされた事例――日本高速物流株主総会決議取消請求事件控訴審判決――」 

（改題）金融・商事判例一三五七号（二〇一一年一月一五日）二～六頁 

 

 

三 本論文の内容 

１．序章では、本論文の第一章から第四章における山本君の主張が横断的に整理される。 

本論文は、譲渡による株式取得と会社に対する株主権行使の制約について、その基本構造

を論理的に解明することを目的である旨が述べられ、株主名簿の名義書換は、会社との関係

で株主として扱われるのは誰であるのかの基準－会社に対する株主資格設定の意義を有す

るとの理解を前提に、「株主名簿法理」を解き明かす。資格設定の意味とは、第一に、株主

名簿に名義が登録されていない譲受人株主は会社に対して株主権を主張する力（対会社株

主権対抗力）が制限されているが、名義書換がなされると株主に対会社株主権対抗回復効が

与えられること、第二に、名簿上の名義人は自己が名義人であることを示して権利行使すれ

ば、株主権を所持していることまで証明する必要はなく権利行使できるという、いわゆる株

主名簿の「資格授与的効力」が与えられること、第三に、名簿上の名義人を株主として扱え

ば、たとえその者が株主でなくても会社が免責されるという、いわゆる「免責的効力」（会

社免責力）である。対会社株主権対抗力に関する検討において、平成一七年会社法は、合併

や相続等の一般承継による株式取得者は名義書換をしなくても会社に株主である旨を対抗

できるとしたため、一般承継においては株主資格も承継されるとの見解も示されている。そ

して、これに続いて、株主名簿法理を用いつつ、平成一六年商法改正以降認められるように

なった株券不発行会社（後述の株式振替制度を利用する上場会社を除く）については株式の

二重譲渡に関する分析をし、平成二一年改正によって上場会社の株式取引に取り入られた

株式振替制度の適用を受ける振替株式については、振替が権利流通面において有価証券法

理に準じる旨と個別株主通知によって株主資格が設定される旨を指摘し、譲渡制限株式に

ついては、平成一七年会社法は会社の承認がなく譲渡制限株式が譲渡された場合の効力に

ついて山本君が主張した有効説を採用したことを述べ、基準日については、当該権利に係る

権利行使資格が固定化されるとの指摘をしている。そして、最後に、振替株式について、振

替株式は、権利流通面においても、また、権利行使面においても有価証券法理に準じており

無記名株式化している旨を指摘し、株主名簿法理と有価証券法理の復活につき言及する。 
２． 第一章は、株主名簿制度の法的構造を解明するために、その効力について詳細な検討

を行っている。 

第一節は、株主名簿の効力、すなわち、対会社株主権対抗力制限効、資格授与的効力（株

主権推定力）、免責的効力（会社免責力）についての研究である。対会社株主権対抗力制限

効に関しては、法が株式の譲渡は株主名簿にその名義を記載（記録）しなければ会社に株主
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であることを対抗できないと規定しているのは、株主名簿に名義が記載（記録）されていな

い株主が会社に対して自らを株主であると主張できる法律上の力を会社に対する関係で制

限しているに過ぎず、名義書換がなされたことにより名義人株主は対抗力を回復するとい

う趣旨であると解する。そして、当該規定は、会社の事務処理上の便宜のために株主名簿制

度に与えた特殊な効果であると説明する。しかし、株主名簿作成義務を会社が果たさない場

合や、名簿が整い株主が名義書換を請求する場合においては、名義書換することなく株主は

会社に対して株主権の主張をすることができ、また、名義書換が会社により不当に拒絶され

た場合にも会社は不当拒絶を受けた株主を株主として取り扱わなければならない信義則上

の義務を負担するとして、対会社対抗力制限効の限界を明らかにする。そして、株式引受人

が他人名義を借用して株式を引き受けた場合と、定款による株式譲渡制限制度との関係に

ついても検討を行っている。株主権推定力に関しては、名義書換により会社に対する株主資

格（権利行使資格）が設定されるとする。株主名簿への名義記載という外形的事実に資格が

与えられるのではなく、株主による有効な名義書換により名義株主は会社に対して資格授

与的効力を主張できるのであり、たとえば株主でない者の請求により名簿が書換えられた

場合のような、名義書換が無効である場合には、資格授与的効力は生じない旨を明らかにし

ている。会社免責力に関しては、特に、株主名簿上の名義人が株主でない場合、すなわち無

権利者への名義書換のケースと株主名簿上の名義人が株主でなくなった場合について検討

し、名義書換は会社・株主間の継続的な関係を資格として設定する契機となるものであるか

ら、その資格は次の名義書換が行われるまで継続され、資格が存続する限り会社も免責され

るとする。以上により、株主名簿上の株主資格と株式の所在自体は明確に分離され、両者は

混同されてはならないと主張する。 

第二節では、株主名簿制度の本質に迫るため、株主でない者の請求による株主名簿の名義

書換の効力に焦点を当て、株主名簿制度と有価証券の一般理論を架橋する理論的試みを行

う。無権利者による名義書換は無効であり、名義記載から「株主推定効」は生じないが、有

価証券の一般理論を基礎として株券を提示して名義書換を請求してきた無権利者に会社が

「善意無重過失」の会社が応じた場合、会社はその名義書換について免責され、その名義に

基づいて名義人を株主として扱った会社の免責に引き継がれるとする。そして、無効な名義

書換により前名義は効力を失わないが、無効な名義書換により「免責力」が生ずる場合には

会社との関係では新名義人が株主として取り扱われることになり、前名義は失効するとの

理論構成を主張する。 
第三節は、平成二一年に「社債、株式等の振替に関する法律」に基づいて新設された株式

振替制度がそれまで用いられていた株式保管振替制度から移行したことに伴う変更点につ

いて検討し、株式振替制度においては、株主名簿の名義登録は総株主通知に基づいて行われ、

株主は個別に名義書換を請求することができないため、上場株式（振替株式）を保有する株

主が少数株主権等の行使をする際に利用する個別株主通知制度を利用する場合には、株主

名簿制度の適用が除外されていることに注目し、この問題について検討を進める。個別株主
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通知の株主の権利行使期間および通知対象期間、個別株主通知を行うべき時期について詳

細な検討を行い、個別株主通知により権利行使資格が設定されるが、これはある特定の少数

株主権等に関してのみの権利行使資格ではなく、株主資格の設定であると結論づけている。 
第四節は、株主が実在する他人名義を株主名簿の登録名義としている事例を設問とし、株

主名簿に登録する氏名は、戸籍上の氏名や社会生活上一般に通用している通称でなければ

ならない理由はないと主張し、自己が株主となる意思で引受けをなした以上、名義借用者が

株主となり、他人名義は名義借用者を表示するものである限り、真の株主は自己が株主であ

る旨を主張することができるとする。また、株式譲渡により株式を取得した株主が名義書換

をしていない間に名義人である株式譲渡人に新株が割り当てられた場合の問題（いわゆる

失念株の問題）と同様に考えて、真の株主は自己に割り当てられるはずであった新株の引渡

しを請求することができると考えるべきであるとの解釈を提示した。第六節は、有限会社の

事案において、その資本増加に関して、持分引受名義人と出資の出捐者が異なる事案の判例

についての評釈である。誰が持分を取得したのかを検討する。資本増加時の当事者の意思が

間接事実によってしか証明できない場合に、どのような事実関係を証明すればよいのか、証

明責任の分配の観点からも分析する。第七節も、有限会社の事案についての判例研究であり、

有限会社の社員名簿上の社員名義が借用名義である場合、名義人に持分が付与された場合

について考察するものである。 
第五節は、株主名簿の閉鎖中における名義書換未了株主の権利行使事例を設問として、名

義未了株主の会社に対する法的地位、株主名簿の閉鎖と基準日、名義書換の不当拒絶につい

て検討する。なお、株主名簿の閉鎖制度は平成一六年商法改正により廃止されたが、これ以

外の論点については、現行法においても依然として論じる意義を有している。 
３． 第二章においては、株主の権利行使をある一定の日の株主名簿に記載されている株主

とする取り扱い（基準日制度）において、一定の日において株主名簿に登録されている株主

（基準日株主）の観点から、会社は誰を株主として扱わなければならないかという、会社と

株主との関係について検討するものである。 
第一節では、基準日の意義を検討し、基準日後に株式を取得した者、株式を取得したが名

義書換前に基準日が経過してしまった名義書換失念株主、基準日とする一定の日につき解

釈の指針を示す。 
第二節では、全部取得条項付種類株式を株主総会における議決権行使に係る基準日の後

に株式を取得した株主は裁判所に全部取得決議に係る取得価格決定を申し立てることがで

きるかという問題につき、近時裁判所の判断が相次いだことを踏まえ、全部取得決議に係る

取得価格決定申立について検討し、全部取得条項付種類株式設置に係る株式買取請求権制

度について、組織再編に係る株式買取請求権および株式併合に係る株式買取請求権との比

較をおこない、キャッシュ・アウトされる少数株主の利益保護の観点からは基準日後株主に

も取得価格決定申立を認めるべきであるとの結論を導いている。さらに、会社法一七二条一

号と二号の適用関係を整理し、基準日以後の株式譲受人は二号株主に該当し、反対意思の事
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前通知要件につき制度改善の余地があるとする。第三節では、全部取得条項付種類株式に係

る取得価格決定を申し立てることができる基準日後株主の範囲について争われた裁判例に

ついての判例研究であり、本決定の理由付けと結論が妥当であることを示し、さらに、平成

二六年の会社法改正による影響について検討がなされている。 
４． 第三章では、定款による株式譲渡制限制度の法構造を考察することにより、株式譲渡

と株主名簿の関係を考える。 
第一節では、会社の承認なくしてなされた譲渡制限株式の譲渡の効力を、従前の学説・判

例を整理した上で、譲渡当事者間の効力と会社に対する効力を区別する相対説を軸に論理

的に分析する。そして、株式譲受人からの譲渡承認・先買権者指定請求を認めるべきことか

ら、譲渡制限株式制度を株主名簿制度と直接に関連付けながら論旨を展開する。それはすな

わち、株式譲受人は、当事者間での株式譲渡が有効であるならば、会社が株式譲渡を承認し

ない場合においても、株式譲渡の効力は、当事者間の関係に留まらず、会社に対する関係に

おいても有効であると解する（有効説）。株式譲受人は、名義書換を請求することができる

が、譲渡制限会社は名義書換を拒否することができ（名義書換拒否権）、取締役会が譲渡を

承認するのは、この拒否権の放棄であると主張する。このような株主名簿制度の理解に基づ

いて、山本説はそれまでの相対説の矛盾を突き、譲渡制限株式制度の整理に論理的基礎を与

える。 
第二節では、最判昭和六三年三月一五日およびその第一審判決（京都地判昭和六一年一月

三一日）を比較検討し、同じく相対説の立場によりながら、第一審判決は相対説の内容を読

み替えていると指摘する。第一審判決の結論を支持する学説も同じであり、第一審判決の結

論を支持するのであれば有効説の立場を採らなければならない旨を主張する。 
第三節では、法により認められる「定款による譲渡制限制度」以外の会社による制約につ

いて多角的に採り挙げる。まず、定款による株主の入社資格制限（株式譲受人の範囲限定）

および退社資格制限（一定の場合における株式譲渡の強制）を考察する。前者については譲

渡制限株式制度の範囲内で対応が可能である旨を主張し（これを超える定款による制約は

無効）、さらに譲渡制限株式制度で対応が可能であることを理由に日刊新聞法一条前段の廃

止を提言する。後者については、定款で一律に行う点で無効だと主張する。この観点から日

刊新聞法一条後段の廃止も提言する。そして次に、会社・株主間の契約による譲渡制限――

名義書換禁止契約、株式不購入契約、株券不発行合意、そして株券保管契約を取り上げ、株

式譲渡自由原則の適用が妥当である領域について考察する。 
第四節では、譲渡制限株式を設ける定款変更に係る株券提出期間の経過後になされた未

提出株券の交付による株式譲渡の効力（譲渡当事者間、対会社関係）に関する下級審判決に

関する判例研究であり、本件は株券発行前の株式譲渡と解すべきであると主張する。 
第五節では、先買権者（指定買取人）との株式の売買契約が成立する前に先買権者指定請

求（譲渡制限株式買取請求）を撤回できるかについて争われた事例に関する最高裁決定の研

究である。譲渡制限株式の譲渡承認（取得承認）に対して会社が承認しない場合における、
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譲渡承認（取得承認）請求者、先買権者（指定買取人）および会社の法律関係・利益状況の

分析である。 
第六節では、公開会社ではない株式会社における従業員持株制度において、定款による株

式譲渡制限を用いずに株式を買い戻す旨の合意を利用した場合にその契約の効力を有効と

した最高裁判決に対して、批判的な検討を行う。 
５． 第四章では、株式譲渡規制の変遷を詳細に論ずるとともに、改正によって変容した、

単位としての株式の性質、会社の概念（会社の社団性・営利性）および他の種類の会社に対

する株式会社の特質（株主の有限責任、資本制度、単位としての株式）等について検討する

中で、株式に関する考察をさらに深めている。 
第一節は、株券発行会社における株式譲渡方法について、権利行使につき株主名簿上の名

義が基準とされる記名株式を中心に、明治三二年に商法が制定されたときから昭和四一年

改正以降までを便宜上四期に分けてそれぞれの時期の法の変遷を詳細に考察する。そして、

株券発行の義務と時期、株式譲渡における株券交付の法的意義、株主権の行使と株券、株券

上の株主名の記載について検討する。株主名簿法理に従う記名株式の権利行使方法は特異

であることを明らかにし、記名株券の法的性質について有価証券法理により検証がなされ

ている。 
第二節は、株式制度自体の変遷を単位（資本の単位と社員権の単位）という観点から検討

する。「株式平等」を基礎づけたのは、株式における資本の割合的単位としての構成であっ

たのに対して、資本単位構成が廃止された後には株式の経済的大きさが規制され、単位株制

度、端株制度が導入された。単位株制度及び端株制度は、経済的持分としての株式の最低額

規制であって、単位としての把握ではない。そして、端株制度には合理的理由は見出しがた

く、立法論として廃止するべきであると主張している（平成一七年改正において、端株制度

は廃止された）。その後、株式の経済的大きさによる規制が廃止され、平成一三年改正で単

元株制度が設けられたが、これは、出資単位としての株式と議決権単位である単元株とを分

離する制度であり、これにより株式単位の相対化が図られていると分析した。第三節は、第

二節でも検討した単位株制度の創設から廃止までを考察することによって単位としての株

式の意味を考える。単位株制度は単位未満株式の議決権を制約する制度であるのに対して、

同制度の廃止後に創設された単元株制度は、一単元の数の株式ごとに一個の議決権を認め

る制度である。前者は株主平等原則違反ではないかとの疑念が抱かれたのに対して、後者は

議決権に関して株式単位の大きさを異ならせることを認める制度であることを述べる。 
第四節は、株式会社をその他の会社（合名会社・合資会社・合同会社）と区別すべきとし

て、その「制度的・法性質的相違」について検討する。平成一七年会社法の下で、会社の社

団性および営利性を検討した上で、株主有限責任（合同会社との相違など）、資本（債権者

保護機能の低下など）、株式、会社機関などについて株式会社の本質的特徴を分析する。特

に、株主平等（株式平等）原則の内容が平成一七年会社法では変容しているのではないかと

いう観点から、「単位としての株式」につき再考察する。すなわち、平成一七年会社法では、



12 
 

一〇九条一項が「株式会社は、株主を、その有する株式の内容および数に応じて、平等に取

り扱わなければならない」と原則を規定し、さらにその例外として同条第二項が、公開会社

ではない株式会社において定款の定めにより株主毎に異なる取り扱いを定款で定めること

ができることを認めているため、株式単位をどのように把握すべきかについて再検討する

必要性があることを指摘する。第五節は、平成一七年会社法における会社の法的性質につい

て、商人性、営利性、社団性の観点から検討する。商人性に関しては、立法論として、会社

であれば商人とするか、商行為を業としない会社を擬制商人とするか、のいずれかに整理す

ることを提言する。営利性に関しては、剰余金配当請求権と残余財産分配請求権の全部を与

えない定款の定めを禁止する会社法一〇五条二項に疑問を呈した上で、さらに、営利事業を

行わないという選択肢は会社法上排除されていないと主張する。社団性に関しては、特に、

株主の権利の多様性から生じる株主間の利害調整の必要性を指摘する。 
第六節は、仮装出資によって株主になった者の地位という特殊な状況を考察の対象とす

ることによって、会社と株主との関係の検討を深める。これに関しては、平成二六年会社法

改正によって一定の立法的解決が図られたが、改正法の前提的理解は仮装払込無効説の観

点から整理したと解し、仮装出資者の支払義務を基礎づける。また、仮装出資が新株発行無

効原因・会社設立無効原因になる場合を指摘し、支払義務が履行された場合の会計処理につ

いて解明する。 
第七節は、株主総会決議取消訴訟や組織再編無効訴訟を提起できる株主は会社との関係

で株主であることを主張できる株主であるが、当該決議で株式を失った者も右各訴訟を提

起できるかという問題について、少数株主を締め出す総会決議がなされた後に組織再編に

よってさらに少数株主が締め出されるという、特殊であるが珍しくはない事案に関する判

例評釈である（平成二六年改正により、株主総会決議取消の訴えの原告適格として「当該決

議の取消しにより株主となる者」が追加された）。 
 
 以上が、本論文の内容の要約である。 
 
 
四 本論文の評価と結論 
１． 株式会社は、会社への出資に対して株式を与える。株式は、株主の地位を意味する。

株式は、株式会社が資金を調達するために必要不可欠な制度であり、また、株主が会社に対

して行った投資を回収する手段として、株主に株式の譲渡を保障しなければならず、株式の

譲渡が迅速かつ円滑に、そして安全に行われることは、株主にとって非常に重要である。し

かし、多数の株主を擁し、日々頻繁に行われる株式譲渡によって株主は容易に入れ替わるた

め、これを会社が管理・把握するために考え出されたのが、株主名簿制度である。株式の譲

渡は譲渡当事者の間では譲渡の合意（株券発行会社ではさらに譲渡人から譲受人に対する

株券の交付）によって有効に行われるが、株式が株式会社における株主の地位を示すもので
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あるため、会社との関係を別に考える必要があるとの見解が一般的である。 
 山本君は、まず、第三章第一節において、それまで譲渡制限会社において会社が譲渡を承

認しなかった場合の会社に対する譲渡の効力について、判例および学説がほとんど無批判

に受け入れてきた考え方に対して、自説を展開した。 
すなわち、株式会社における株式の譲渡は原則として自由であり不特定多数の者からそ

の遊休資産を結集して大規模な企業体を形成することができるという点に株式会社ならで

はのメリットが存するが、他方、会社法は、その制限を一定の場合に認めており、定款によ

る株式譲渡制限もその一つである。わが国の株式会社の中でも小規模な会社の多くのもの

は、このような規定を定款に置いている（以下、この制度を「株式譲渡制限制度」といい、

定款に規定を置いている会社を「譲渡制限会社」という。ちなみに、会社が発行するすべて

あるいは一部の株式の譲渡が制限されていない会社を、会社法は「公開会社」と定義づけて

おり、それ以外の会社を講学上「非公開会社」と呼んでいる）。譲渡制限会社において、株

主が譲渡の承認を会社に求めたにもかかわらず、会社がその承認をしなかった場合の株式

譲渡の効力について、判例・通説は、譲渡会社にとって好ましくない者が株主となり会社運

営を混乱させることを防止するという定款による株式譲渡制限制度の趣旨を重視して、承

認がない場合の譲渡当事者間における効力を無効と解する効力要件説に反対し、譲渡当事

者間では有効に譲渡ができると解する一方、会社との間では無効と解する（無効説）。また、

第三章第一節の執筆がなされていた当時の会社法では、株主名簿上の株主である株式譲渡

人が会社に対して譲渡承認あるいは先買人指定請求を行うと規定していたが（平成二年改

正前商法二〇四条ノ二ないし二〇四条ノ四）、通説は、譲渡当事者間で譲渡が認められるの

であるならば、譲受人からなされる譲渡承認・先買人指定請求も可能であるとの解釈を容認

していた。しかし、山本君は、このように解することができるためには、株主名簿制度の法

的構造を踏まえての株式譲渡制度の分析が必要である点を強調した。株式譲受人は、当事者

間での株式譲渡が有効であるならば、その株主権を会社に対しても主張できる（対抗力を有

する）のが原則であるが、株主名簿制度は株主・会社間の集団的法律関係を処理するための

制度であるため、名義書換がなされるまでは株主権対抗力を会社に対する関係で特別に制

限しているにすぎず、株主の名義書換がなされることにより、株主が本来有していた会社に

対する株主権対抗力が回復すると解する。そしてさらに、会社が株式譲渡を承認しない場合

においても、株式譲渡の効力は、当事者間の関係に留まらず、会社に対する関係においても

有効であるとの主張が展開される。株式譲受人は、名義書換を請求することができるが、譲

渡制限会社は名義書換を拒否することができ（名義書換拒否権）、取締役会が譲渡を承認す

るのは、この拒否権の放棄であるとする。このような株主名簿制度の理解に基づいて、山本

説はそれまでの通説の矛盾を突き、譲渡制限株式の譲渡に際して会社の承認がない場合の

株式譲渡の会社に対する効力を有効と解するという道筋を示して見せたのである。会社法

制定前の判例・多数説が、当事者間ではその譲渡は有効であるが、会社との関係では無効で

あるとの相対説をとるなかで、確固たる論理に基づき、自説を展開してみせたことは特筆に
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値する。有効説が論理的に優れ、すべての問題を矛盾なく説明できるところから、有効説に

追従する学説も増えた。平成二年改正以前においては、それまで株式譲受人が株式取得の承

認を請求できるのは例外的に競売・公売による取得者に限られていたが（平成二年改正前二

〇四条ノ五）、平成二年改正は、取得者一般に株式取得の承認請求ができる旨を明文化し（平

成二年改正商法二〇四条ノ五）、さらに平成一七年の会社法では、譲渡制限制度をその譲渡

による当該株式の取得について会社の承認を要する制度として整理し、会社の取得承認が

なければ取得者は名簿の名義書換を請求できない旨を規定した（会社法一三四条一号二号）。

これは、山本君が主張した、会社の承認がなく行われた譲渡制限株式の譲渡は会社との関係

でも有効であること、および、取得承認を名義書換の前提と考えなければならないことを、

会社法が全面的に採用した結果と評することができ、山本説が株主名簿制度と譲渡制限制

度を結びつけて論じたことが卓見であったことを示している。 
２．そして、山本君は次に、「株主名簿制度の効力をめぐる従来の議論には疑問とすべき点

や不明確、検討不足な部分が多い」（第一章五（四八頁））ことに疑問を呈し、１で用いた

株主名簿制度の理解を前提として、その他の株主名簿に関する様々な問題点の解釈につい

て、自説に基づく詳細な検討を行っている。 
また、株主名簿の株主名義の記載という事実に基づいて権利外観が生じたとして、その権

利外観から法的な権利が推定されるため、株主名簿の記載は株主に資格を授与する効力（資

格授与的効力）があるとの考えに対しても、株主でない者からの名義書換の請求により名簿

が書換えられた場合には、その名義書換は無効であるため、株主名簿上の記載という外形的

事実から資格授与的効力を根拠づけるのは誤りであり、会社は名義書換の無効を証明する

だけで名義人の権利行使を拒絶できるとして、株主名簿の資格授与的効力は、有効な名義書

換がなされている場合のみに生ずることを明らかにしている。そしてさらに、会社が株主名

簿上の株主を株主として扱って権利行使をさせた場合会社が免責されるという、株主名簿

の免責的効力についても、無権利者により請求がなされたことで名義書換が無効であった

場合は、資格授与的効力は認められず無権利者は対会社株主権対抗力を有しないが、会社が

株券を呈示して名義書換を請求する無権利者に善意無重過失で応じた場合には免責され、

請求によらず自らの判断で名義書換に応じた場合には免責的効力は及ばないのに対して、

有効な名義書換が行われた場合には、そののち名義人が株主ではなくなったときも会社・株

主間の継続的な関係が資格として設定されたのであるから、名義人の株主としての資格は

存続し、名義人を株主として扱った会社は免責されるとする。 
株主名簿制度を会社・株主間の関係を合理的に処理することを目的とする制度と位置づ

けたうえで、株主名簿上の株主資格と株式の所在自体を明確に分離して考えるべきであり、

両者を混同してはならないことが主張されている。以上のように、これまで株主名簿の効力

に関する一般的な理解に対して、先行研究を詳細に分析しつつ、諸学説において見落とされ

がちなところに焦点をあて、理論的な見地から粘り強く研究をすすめるという山本君の研

究の特徴が表れているというべきであろう。 



15 
 

３．第三点として、山本君の研究で評価できるのは、株式譲渡、株主名簿に関する研究に関

して、株式を表章する株券に関する詳細な研究を盛り込んだことである。株券は有価証券で

あるから、有価証券法理の下に位置づけて論ずることもできるが、株券は株式を表章する有

価証券であるという特質を有するため、他の有価証券と同様に論じられない点がある。しっ

かりとした有価証券法理に対する理解を基にして、これと社団法理を融合し、株式について

の研究を深めた点に、山本君の研究の優れた点を見出すことができる。 
４．そして第四点として、山本君の研究は、商法・会社法のこれまでの改正経緯をしっかり

踏まえたうえでの地に足のついた研究であることが評価される。 
商法の対象は企業であり、企業の経済的欲望を満たすため、法律が現実と即応しない場合

改正の要望が起こるのであって、商法の主要な分野である会社法（商法第二編は会社に関す

る規定を置いており、それを中心とする法を便宜上会社法と呼んでいた）においては、進歩

的傾向と言われるものが特に著しい。そのため、会社法は、何度も改正を余儀なくされ、平

成一二年を過ぎるころからそのペースはさらに加速して、毎年のように改正が加えられる

ようになった。何度も繰り返された改正の成果を踏まえて、平成一七年に「会社法」という

名称の法律が新たに制定され、それに関する改正が平成二六年にも行われて、現在に至って

いる。もちろん会社法の根幹は変容しているものではないが、各々の条文は頻繁な改正のた

め変遷し、ある制度は廃止され、途中から導入された制度もある。商法学者は、そのような

おびただしい改正を踏まえて考察を行わなければならないが、最近では、現行法を重視する

あまり、改正経緯などについてはほとんど検討せず、それまでの法制度の変遷については軽

視しがちな傾向もある。しかし、この点について、山本君は、法改正についての知識を余す

ところなく論文の中で示し、改正がなされた必要性の検証、ある改正が他の改正に与えた影

響などについても常に目配りを怠らない。山本君によれば、「目前に提示される制度を表面

的になぞるだけでは、本質を理解できないばかりか、見当違いの方向へ解釈論・立法論を導

く恐れがある。」（第四章第四節（四〇六頁）からこそ、改正の裏に横たわった制度趣旨・社

会背景など様々な観点から深遠な研究を重ねていかなくてはならないのであって、これを

踏まえた同君の研究姿勢は、まさに慶應商法学のよき伝承者といえる。このように、会社法

について過去から現在における法規制の変遷を綿密に検討したうえで議論が展開されると

ころに、山本君の研究の特徴がみられるといってよい。 
このような状況下にあって、商法学者がそれぞれの時期の法制を前提にして執筆した論

文をまとめる際には、それぞれの論文の執筆以降どのように同制度が進化を遂げ、また、新

たな制度が付け加わったかを示すことも必要になる。山本君は、本論文が会社法の根幹にか

かわる基本法理に関する探求を試みられているものであることに鑑み、収録された論考を

あえて書き替えることをせず、なるべく原文のまま掲載することを選択した。そのため、本

論文には、同じ論点についての説明が重複すること、それぞれの論稿の発表後の状況が必ず

しも正確に論稿に反映されていないという欠点もある。しかし、本論文が公刊されるにあた

り、可能な限り、表記が統一され、注でそれぞれの論稿の連関性が示されていること、そし
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て、発表後に行われた重要改正については、それぞれの論稿の最後に書かれた付記によって

必要かつ十分な情報が読者に提示されており、山本君の努力・工夫の跡がうかがわれる。 
５．以上述べたように、本論文は高い価値を有するものと評価することができるが、山本君

の今後の研究にさらに期待をしたいと考えるいくつかの点について述べたい。 
その第一は、山本君は、我が国における会社法については、会社法の変遷も考慮に入れ、

言及されるべき論稿にはすべて目を配り詳細な検討を試みるが、その検討対象は日本法の

領域におけるものに限られており、比較法的な見地に基づく他国の法制度、法解釈などに関

しては言及されていない。企業活動の広がりに伴い、会社法研究ではグローバルな視点が有

用であるため、他国の法制度を参照することで我が国の法制度に資する点を探すことがで

きるということも確かである。本論文をまとめるにあたっても、当然、山本君の念頭には、

諸外国の法制度が考慮にいれられているであろうが、この疑問に山本君は今後、正面から応

える機会をもってほしいと考える。しかし、本論文は、我が国の会社法の研究としては、卓

越した論理性とオリジナリティーを示すものであると考えることができ、以上の指摘が大

きく論文の評価を下げるものとは言い難い。 
第二に、本論文が株式譲渡論を中心テーマとして取り上げるものであるため、そこまで求

めることは過大な要求であることを承知の上であえて付け加えるのであれば、譲渡の客体

としての株式そのものについては所与の概念を前提としてしまっていることに多少の物足

りなさを感じないわけではない。第四章株券法理において、山本君は論文執筆当時の改正を

契機として変容した株式あるいは株式会社概念についても検討されており、その頭の中で

は当然意識があったものと思われるが、同じ商法学者からの希望としては、株式会社を株式

会社たらしめている株式概念自体（株式本質論）について変容が生じるものか否かについて

多少なりとも方向性を示してもらいたかった。また、種類株式など例外的な株式が大幅に認

められるようになってきた中で、これまでの株式に対する理解が現行法あるいは今後の法

制度の中でも貫徹されていくのか否かについても、山本君がどのように考えられるのかを

今後の研究の中で示してもらえることになれば望外の幸せである。 
６．最後に今後の研究に対するいくつかの希望を述べたが、株式譲渡と株主権の行使方法と

いう会社法の根幹にかかわる重要な問題点について検討し、幅広い資料収集とそれに基づ

く精緻な論理構成、問題点が会社法における広範な部分にまたがっても破綻しない論理的

一貫性を有する本論文は、わが国の会社法研究に大きく寄与していると認めることができ

る。 
よって、われわれ審査員一同は、山本爲三郎君が提出した本論文が博士（法学）（慶應義

塾大学）の学位を授与することにふさわしいものであると判断し、報告する次第である。 
 
        平成三〇年（二〇一八）年二月二七日 

 
 



17 
 

主査  慶應義塾大学法学部教授 
法学研究科委員 

 
（鈴木千佳子） 

 
副査  慶應義塾大学法学部教授 

法学研究科委員 
 

（柳 明昌） 
 
副査  朝日大学法学部教授 

慶應義塾大学名誉教授 法学博士 
 

（宮島 司） 


